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○貸付金の返還債務の免除に関する条例 

昭和59年３月27日 

島根県条例第12号 

貸付金の返還債務の免除に関する条例をここに公布する。 

貸付金の返還債務の免除に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、県が貸し付けた専修学校進学者特別支援資金その他の貸付金の返還に

係る債務の免除に関し必要な事項を定めるものとする。 

（昭60条例24・平22条例６・一部改正） 

（債務の免除） 

第２条 知事は、次の表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受けた者が当該中欄に掲げる免除

の条件に適合する場合は、当該右欄に掲げる免除の範囲内においてその返還に係る債務を

免除することができる。 

貸付金の種類 免除の条件 免除の範囲 

医学生地域

医療奨学金 

県内の医療機関の医師

の確保及び充実を図る

ため、次に掲げる者で、

将来県内の医療機関の

うち知事が指定するも

の（以下「指定医療機

関」という。）におい

て医師の業務に従事し

ようとするものに対し

て貸し付けた資金 

(1) 学校教育法に

よる大学（自治医

科大学を除く。以

下この項において

「大学」という。）

の医学を履修する

課程に在学する者

1 大学の課程（鳥取大学医学部に在学

する者のうち島根県枠として入学し

た者が在学するものを除く。）を修

了した日の属する月の翌月の初日か

ら貸与期間の2倍に相当する期間（貸

与期間が、1年未満の場合にあっては

3年、1年以上2年未満の場合にあって

は当該貸与期間に2年を加えた期間。

次号及び第3号において同じ。）（疾

病、負傷その他やむを得ない事由が

あるため指定医療機関において医師

の業務（医師法（昭和23年法律第201

号）による臨床研修（以下「臨床研

修」という。）以外の研修を受ける

ことを目的とするものを除く。以下

この項において同じ。）に従事する

ことができなかった期間（指定医療

債務の全部 
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（(2)に掲げる者

を除く。）又は学

校教育法による大

学院（以下「大学

院」という。）に

おいて医学に関す

る専門知識を修得

しようとする者 

(2) 鳥取大学医学

部に在学する者の

うち島根県枠とし

て入学した者 

機関の長の指示により指定医療機関

以外の医療機関において医師の業務

に従事する期間その他の指定医療機

関の長の指示により指定医療機関又

は指定医療機関のうち知事が定める

もの（以下「特定地域医療機関」と

いう。）において医師の業務に従事

することができない期間（以下この

号において「指定医療機関以外従事

等期間」という。）がある場合であ

って、指定医療機関以外従事等期間

があることについてやむを得ない事

由があると知事が認めたときにおけ

る当該指定医療機関以外従事等期間

を含む。）を除く。次号及び第3号に

おいて同じ。）を経過する日までの

間に、指定医療機関において、臨床

研修を受け、かつ、その期間を含め

て貸与期間の2分の3に相当する期間

医師の業務に従事（特定地域医療機

関において貸与期間の3分の2に相当

する期間以上医師の業務に従事した

場合に限る。次号及び第3号において

同じ。）したとき（貸与期間が1年未

満の場合は、指定医療機関において1

年6月以上医師の業務に従事（特定地

域医療機関において8月以上医師の

業務に従事した場合に限る。）した

ときに限る。次号及び第3号において

同じ。）。 

2 大学院の課程（大学院入学前に臨床
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研修を修了した者が在学するものを

除く。）を修了し、又はその修業を

中止した日の属する月の翌月の初日

から貸与期間の2倍に相当する期間

を経過する日までの間に、指定医療

機関において、臨床研修を受け、か

つ、その期間を含めて貸与期間の2分

の3に相当する期間医師の業務に従

事したとき。 

3 大学院の課程（大学院入学前に臨床

研修を修了した者が在学するものに

限る。）を修了し、又はその修業を

中止した日の属する月の翌月の初日

から貸与期間の2倍に相当する期間

を経過する日までの間に、指定医療

機関において、貸与期間の2分の3に

相当する期間医師の業務に従事した

とき。 

4 大学の課程（鳥取大学医学部に在学

する者のうち島根県枠として入学し

た者が在学するものに限る。）を修

了した日の属する月の翌月の初日か

ら12年（疾病、負傷その他やむを得

ない事由があるため指定医療機関に

おいて医師の業務に従事することが

できなかった期間を除く。）を経過

する日までの間に、指定医療機関に

おいて、臨床研修を受け、かつ、そ

の期間を含めて6年間医師の業務に

従事（特定地域医療機関において3年

以上医師の業務に従事した場合に限
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る。）したとき。 

5 前各号に規定する従事期間中に、業

務上の事由により死亡したとき、又

は業務上の事由に起因する心身の故

障のためその業務に従事することが

できなくなったと認められるとき。 

6 災害、疾病その他やむを得ない事由

により貸付金を返還することが著し

く困難であると認められるとき。 

債務の全部又は

一部 

しまね医学

生特別奨学

金 

県内の医療機関の医師

の確保及び充実を図る

ため、島根大学医学部

に在学する者のうち知

事が定める年次に在籍

する者で、将来指定医

療機関において医師の

業務に従事しようとす

るものに対して貸し付

けた資金 

1 臨床研修を修了した日の属する月

の翌月に（疾病、負傷その他やむを

得ない事由があると認められる場合

には、当該やむを得ない事由がやん

だ後遅滞なく）指定医療機関におい

て医師の業務に就き、かつ、引き続

いて6年間（疾病、負傷その他やむを

得ない事由があるため指定医療機関

において医師の業務に従事すること

ができなかった期間（指定医療機関

の長の指示により指定医療機関以外

の医療機関において医師の業務に従

事する期間（以下この項において「指

定医療機関以外従事期間」という。）

が通算して1年以上となる場合であ

って、指定医療機関以外従事期間が

通算して1年以上となることについ

てやむを得ない事由があると知事が

認めたときにおける当該1年以上と

なる期間（以下この項において「1年

以上の指定医療機関以外従事期間」

という。）を含む。）を除く。）指

債務の全部 
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定医療機関において医師の業務に従

事（指定医療機関以外従事期間のう

ち通算して1年未満までの期間に限

り、指定医療機関において医師の業

務に従事したものとみなす。）した

とき。 

2 前号に規定する従事期間中又は前

号の1年以上の指定医療機関以外従

事期間中に、業務上の事由により死

亡したとき、又は業務上の事由に起

因する心身の故障のためその業務に

従事することができなくなったと認

められるとき。 

3 災害、疾病その他やむを得ない事由

により貸付金を返還することが著し

く困難であると認められるとき。 

債務の全部又は

一部 

緊急医師確

保対策枠奨

学金 

県内の医療機関の医師

の確保及び充実を図る

ため、島根大学医学部

に在学する者のうち緊

急医師確保対策枠推薦

入学の制度により入学

した者で、将来指定医

療機関において医師の

業務に従事しようとす

るものに対して貸し付

けた資金 

1 大学の課程を修了した日の属する

月の翌月の初日から12年（疾病、負

傷その他やむを得ない事由があるた

め指定医療機関において医師の業務

（臨床研修以外の研修を受けること

を目的とするものを除く。以下この

号において同じ。）に従事すること

ができなかった期間を除く。）を経

過する日までの間に、指定医療機関

において、臨床研修を受け、かつ、

その期間を含めて9年間医師の業務

に従事（特定地域医療機関において4

年以上医師の業務に従事した場合に

限る。）したとき。 

2 前号に規定する従事期間中に、業務

債務の全部 
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上の事由により死亡したとき、又は

業務上の事由に起因する心身の故障

のためその業務に従事することがで

きなくなったと認められるとき。 

3 災害、疾病その他やむを得ない事由

により貸付金を返還することが著し

く困難であると認められるとき。 

債務の全部又は

一部 

特定診療科

医師緊急養

成奨学金 

県内の医療機関の医師

の確保及び充実を図る

ため、学校教育法によ

る大学（自治医科大学

を除く。）の医学を履

修する課程に在学する

者で、将来指定医療機

関の特定診療科（知事

が別に定める診療科を

いう。以下同じ。）に

おいて医師の業務に従

事しようとするものに

対して貸し付けた資金 

1 大学の課程を修了した日の属する

月の翌月に（疾病、負傷その他やむ

を得ない事由があると認められる場

合には、当該やむを得ない事由がや

んだ後遅滞なく）指定医療機関にお

いて臨床研修を開始し、かつ、引き

続いて指定医療機関において臨床研

修を受け、その修了した日の属する

月の翌月に（疾病、負傷その他やむ

を得ない事由があると認められる場

合には、当該やむを得ない事由がや

んだ後遅滞なく）指定医療機関の特

定診療科において医師の業務に就

き、かつ、引き続いて3年間（疾病、

負傷その他やむを得ない事由がある

ため指定医療機関の特定診療科にお

いて医師の業務に従事することがで

きなかった期間（指定医療機関の長

の指示により指定医療機関の特定診

療科以外において医師の業務に従事

する期間（以下この項において「特

定診療科以外従事期間」という。）

が通算して6月以上となる場合であ

って、特定診療科以外従事期間が通

債務の全部 
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算して6月以上となることについて

やむを得ない事由があると知事が認

めたときにおける当該6月以上とな

る期間（以下この項において「6月以

上の特定診療科以外従事期間」とい

う。）を含む。）を除く。）指定医

療機関の特定診療科において医師の

業務に従事（特定診療科以外従事期

間のうち通算して6月未満までの期

間に限り、指定医療機関の特定診療

科において医師の業務に従事したも

のとみなす。）したとき。 

2 前号に規定する臨床研修の期間中

若しくは従事期間中又は前号の6月

以上の特定診療科以外従事期間中

に、業務上の事由により死亡したと

き、又は業務上の事由に起因する心

身の故障のためその業務に従事する

ことができなくなったと認められる

とき。 

3 災害、疾病その他やむを得ない事由

により貸付金を返還することが著し

く困難であると認められるとき。 

債務の全部又は

一部 

（規則への委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、貸付金の返還に係る債務の免除に関し必要な事項は、

規則で定める。 

附 則 ［略］ 

附 則（平成18年条例第17号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行の日前に貸付けの決定を行ったへき地医療奨学金については、なお従前

の例による。 

附 則（平成25年条例第35号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、次項ただし書の規定は、公布

の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成27年３月31日までに貸付けの決定を行った医学生地域医療奨学金については、な

お従前の例による。ただし、同日までに医学生地域医療奨学金の貸付けの決定を受けた者

（医師法（昭和23年法律第201号）による臨床研修を受けている者及び修了した者を除

く。）で、この条例による改正後の貸付金の返還債務の免除に関する条例（以下「新条例」

という。）の規定の例によることを同日までに規則で定めるところにより申請し、知事が

認めたものの医学生地域医療奨学金については、新条例の規定の例によることができる。 

附 則（平成30年条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条及び次項の規定は平成30年４月１日

から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定の施行の日前に貸付けの決定を行った医学生地域医療奨学金については、

なお従前の例による。 

附 則（平成31年条例第15号） 

この条例は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に貸付けの決定を行った林業就業促進資金、医学生地域医療奨学

金及び研修医研修支援資金については、なお従前の例による。 


